研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　本部　　　　職　種　　事務員　　　　　　氏　名　佐藤　輝美

	期　　間　　平成２２年　１月２１日　～　平成　　年　　月　　日

	出張目的　具体的な一般事業主行動計画の立て方の講習会

	出 張 先　八戸グランドホテル

	研修に関する考察（プログラム毎に）　　　　　　　研修要旨（プログラム毎に）


＜考察＞

　今回、次世代法が制定され、その法律により、平成２３年４月１日までに一般事業主行動計画を青森労働局へ提出しなければならないということで、その行動計画を作成するための講習会ということで参加しました。次世代法自体は、出生率が低下しているため、その低下を防ぎ、子育てしやすい環境を整備しようという国の施策として平成１５年に制定されたものです。しかし、この法律も平成２７年３月３１日に終了する時限法であるため、一時の効果しかないのではないかと考えます。さらに国がワークライフバランス実現の目標として掲げている数値目標は、年休の完全取得や育児休業取得率の向上といった労働者にとっては、実現されればいい内容ではありますが、企業側にとっては経営を考えると大変厳しく、負担も大きい内容となっています。しかし、働きやすい職場環境を整備していくことは、優秀な人材を確保していくために大切なことであるため、これを機会にどのように整備していけばいいのか検討していきたいと考えます。

＜研修要旨＞

１．育児・介護休業法改正のポイント　青森労働局雇用均等室室長　本間玲子氏

　１.育児休業関係

　　①出産後８週間以内の育児休業に関する特例

　　　　改正前の制度では、育児休業を取得した場合、配偶者の死亡等の特別な事情がない限り、再度の取得はできないとされていましたが、改正後は、配偶者の出産後８週間以内の期間内にされた最初の育児休業については、特別な事情がなくても、再度の取得が可能となる。

　　②育児休業の再度取得要件等の見直し

　　　　育児休業の再度取得が認められる特別の事情としての要件が追加される。

　　③育児休業の申出事項及び申出方法の見直し

　　　　育児休業の申出事項として、パパ・ママ育休プラスにより１歳を超える子について育児休業をする場合は、本人の育児休業開始予定日が、配偶者の育児休業の初日以降である事実が追加されます。育児休業の申出は、書面のほか、事業主が適当と認める場合は、ファックス又は電子メール等によることも可能となる。

　　④育児休業申出に対する事業主による休業期間等の通知

　　　　事業主は、育児休業申出がされたときは、通知しなければならない。

　　⑤労使協定による専業主婦（夫）除外規定の廃止

　　　　育児休業、時間外労働の制限、短時間勤務制度や所定外労働の免除制度について、配偶者が専業主婦（夫）家庭の夫（妻）であっても請求できるようになる。

　２.両親ともに育児休業をする場合の特例（パパ・ママ育休プラス）関係

　　①パパ・ママ育休プラスの対象

　　　　両親ともに育児休業をした場合に、休業可能期間について休業の対象となる子の年齢が原則１歳までから原則１歳２ヶ月までに延長される。男性のみならず、女性がする育児休業についても、法令に定める要件を満たす場合は当然対象となる。

　　②パパ・ママ育休プラスによる特例（１歳６ヶ月までの育児休業）

　　　　子が１歳６ヶ月に達するまでの育児休業について、子の１歳到達日において育児休業をしていることが必要となりますが、パパ・ママ育休プラスの場合、この要件が、本人又は配偶者が、子の１歳到達日後の育児休業終了予定日において育児休業をしていること、となる。

　３.介護休業関係

　　①介護休業の申出方法の見直し及び介護休業申出に対する事業主による休業期間等の書面等の明示

　　　　介護休業の申出は、書面のほか、事業主が適当と認める場合には、ファックス又は電子メール等によることも可能となる。事業主は、介護休業申出がされたときは、通知しなければならない。

　４.子の看護休暇関係

①子の看護休暇の拡充

　　改正前の制度では、子の看護休暇の付与日数は、一の年度において５日を限度としていましたが、今回の改正により、養育する小学校就学の始期に達するまでの子が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日とされる。

　５.介護休暇関係

　　①介護休暇の創設

　　　　要介護状態にある対象家族の介護その他の厚生労働省令で定める世話を行う労働者は、事業主に申し出ることにより、要介護状態にある対象家族が１人の場合は年５日、２人以上の場合は年１０日を限度として、介護休暇を取得することができる。

　６.所定外労働の制限（残業の免除）関係

　　①育児のための所定外労働の制限

　　　　３歳に満たない子を養育する一定の労働者が請求した場合には、事業主は、その労働者を、所定労働時間を超えて労働させてはならないことになる。

　７.所定労働時間の短縮措置（短時間勤務）関係

　　①３歳に満たない子を養育する労働者に対する短時間勤務制度の義務化

　　　　事業主は、３歳に満たない子を養育する労働者について、労働者が希望すれば利用できる短時間勤務制度を設けることが義務付けられる。

　　②３歳に満たない子を養育する労働者に対する代替措置

　　　　上記の短時間勤務制度について、「業務の性質又は業務の実施体制に照らして、所定労働時間の短縮措置を講ずることが困難と認められる業務に従事する労働者」として労使協定により適用除外された労働者に関して、事業主は、育児休業に関する制度に準ずる措置又は「始業時刻変更等の措置」を講じなければならない。

　８.時間外労働の制限関係

①専業主婦（夫）除外規定の廃止

　　　　配偶者が専業主婦（夫）家庭の夫（妻）であっても時間外労働の制限を請求できる。

　　②時間外労働の制限の請求方法等の見直し

　　　　育児のための時間外労働の制限の請求について、書面のほか、事業主が適当と認める場合には、ファックス又は電子メール等によることも可能となる。

　９.深夜業の制限関係

　　①深夜業の制限の請求方法の見直し

　　　　育児のための深夜業の制限の請求について、書面のほか、事業主が適当と認める場合には、ファックス又は電子メール等によることも可能となる。

　１０.不利益取り扱いの禁止

　　①育児休業の取得等を理由とする不利益扱いの禁止

　　　　育児休業の申出、取得等を理由とする解雇その他不利益な取扱いは、これまでも禁止されていましたが、今回の改正により、新たに追加された介護休暇、所定外労働の免除、短時間勤務制度等についても、その申出、取得等を理由とする解雇その他不利益な取扱いが禁止されるとともに、時間外労働の制限及び深夜業の制限について、不利益取扱いの禁止が法律上明記される。

　１１.実効性の確保関係

　　①苦情の自主的解決

　　　　事業主は、育児・介護休業法に定める事項に関し、労働者から苦情の申出を受けたときは、労使により構成される苦情処理機関に苦情の処理をゆだねる等その自主的な解決を図るように努めなければならない。

　＜考察＞

　　　改正育児・介護休業法は、平成２２年６月３０日から施行されるため、改正内容を確認して、必要があれば現在の規定を見直していきたいと思います。改正ポイントは、女性だけでなく男性も育児や介護へ参加できるようになっています。

２．一般事業主行動計画策定のポイント　社会保険労務士　島守雅之コンサルタント

　１.次世代育成支援対策推進法とは

　　　次世代法は、平成１５年に公布され、集中的・計画的な取組みが必要なため、平成２７年（２０１５年）３月３１日に終了する時限法として制定される。「次世代育成支援対策」とは、次代の社会を担う子どもが健やかに生まれ、育成される環境の整備等をいいます。保育等が中心だった少子化対策から脱皮し、男性を含めた総合的な対策を推進する。しかし、対策の推進にもかかわらず、少子化に歯止めがかかる兆しがみられないため、「ワークライフバランス（仕事と生活の調和）の実現」と「包括的な次世代育成支援の仕組みの構築」を目指す取組みの一つとして、次世代法の改正が行われた。

　２.履行すべき事項

　　　従業員数１０１人以上３００人以下企業は、平成２３年４月１日までに、行動計画の策定と届出が義務化された。

　　　行動計画では、次の３項目を定める。

　　　　①行動計画

１回の計画期間は２～５年とし、２０１５年３月３１日（次世代法の効力喪失）までの期間をいくつかに区切ることを目安とする。平成２３年４月１日から残り４年度について計画を立てるときは、４年１期、または当面２年（終了後また２年等の計画を策定）することになる。

　　　　②目標

　　　　　　関係法令で定められている最低基準を上回っており、現状から一歩でも二歩でも進んだものであれば、各企業で自由に設定できる。必須項目は存在しない。

　　　　③目標達成のための対策とその実施時期

　　　　　　目標を達成するために、いつまでにどのようなことに取組むかを具体的に決める。期限と内容を具体的に記述する。

　　　法律上、一定規模以上の事業主に対しては、次の事項が義務付けられている。

　　　　①行動計画の策定・届出

　　　　②行動計画の公表

　　　　③行動計画の労働者への周知

　　　これらの措置を講じない場合、厚生労働大臣は「相当の期間を定めて届出をすべきことを勧告することができる」と定められている。罰則は設けられていない。

　　　次世代法は、「措置を講じる」以上の個別具体的な権利義務関係を生じさせるものではない。行動計画を定めた後、実施・達成状況を国に報告する義務もない。自主的に状況を把握・点検するのが望ましいとされている）

　　　計画達成が難しくなった際の対応は、次の３通り。

　　　　①期間の延長（計画の変更届を提出しなければならない）

　　　　②行動計画の変更（計画の変更届を提出しなければならない）

　　　　③未達成のまま計画終了（届出の必要はなく、未達成に実情を踏まえ、次期の行動計画を作成することになる）

　３.行動計画の届出・公表・周知

　　①届出

　　　　所定の様式で、青森県労働局雇用均等室に届け出る。策定時のほか、変更時にも届け出る。

　　②公表

　　　　公表の方法として、次の例が挙げられている

　　　　　①インターネットの利用（無料専用サイトの利用、自社のホームページ利用）

　　　　　②その他の適切な方法（日刊紙掲載、県の広報誌への掲載）

　　③周知

　　　　周知の方法として、次の例が挙げられている。

　　　　　①事業所の見やすい場所への掲示、備え付け

　　　　　②書面交付

　　　　　③電子メール送信

　　　　　　その他の適切な方法

社内イントラネット等で、従業員がパソコンで常時閲覧できる環境の整備

　　④公表・周知のタイミング

　　　　策定・変更（計画期間、目標・対策の内容（策定届事項に変更を及ぼす場合）：３ヶ月以内

　　　　変更（上記以外）：１年以内

　＜考察＞

　　　行動計画の作成方法の説明であるため、一連の作成の流れは理解できた。ただ、具体的な行動計画を定めるためには、何を改善していくのか十分な検討が必要と思われる。しかし、期間４年で作成して公表まで行えば、悪く言えばそのまま何をしなくても問題ないということで、行動計画を立てる意味があるのかとも思えてしまう。届出義務期限まで残り少ないですが、どのような改善項目があるのか検討し計画的に作成を進めていきたいと考えます。
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